
18 企業診断　2020／6

　コロナウイルス＝未知なる脅威であり，常に不
安定な状況が続く。収束＝ワクチンの開発と治療
薬の登場である。そのときまで，中小企業経営者
は不安定の下で生きる覚悟がいる。
　中小企業診断士は，これから中小企業をどう支
援できるのか。以下，皆さんと一緒に問題を整理
し，対応策を考えてみたい。

現状と展望―消費減に備える

　今後の経営を左右するのは，これからの消費動
向である。全世界の中小企業が消費の落ち込みに
直面している。これが現状のすべてだ。将来の展
望は，消費回復の成否に尽きる。
　コロナ危機が収束するまで，人の移動は制限さ
れる。移動の制限は，モノやサービスの供給の制
限であり，消費は落ち込む。その期間が長ければ，
消費回復は遅れる。
　現在，消費者に最も近い商業やサービス業にお
いて，消費減の影響が出始めている。とりわけ，
宿泊業や飲食業の落ち込みが各国とも深刻だ。こ
の影響が製造業にもジワジワと波及してきた。部
品産業をはじめ，広いすそ野をもつ自動車業界の
減産体制へとつながった。そして，部品製造や加
工関連の中小企業へも影響は広がるばかりだ。

　これは，雇用調整という面にも直接的に現れて
いる。非正規雇用者，フリーランス，派遣従業員，
パートや学生アルバイトへも深刻な影響がみられ
ている。これは日本だけではなく，世界各国に共
通する。企業の経営と雇用をどのようにして安定
させるか。政策支援の重要な柱だ。
　今回のコロナも災禍には違いないが，地震や台
風・水害の被害とは異なる。インフラは健在であ
る。したがって，コロナ危機収束後の経済は急回
復する可能性が強い。その時まで，手元流動資金
を確保し，とにかく持ちこたえることが最優先で
ある。地域経済の実態を最もよく知る地方自治体
が，中小企業の資金要請に素早く応えていく必要
がある。スピードが大事だ。

各国の対応―雇用維持を重視

　各国政府も中小企業支援策を打ち出した。
OECDも，コロナ禍にある加盟国の中小企業支
援策の概要を3月早々に発表した。
　各国の政策当局の共通認識は「雇用維持」であ
る。米国中小企業庁（SBA）は，従業員の雇用継
続の優先策として，従来の事業融資枠の拡大に加
え，コロナ対策融資を設けた。ドイツもまた，中
小企業・自営業者への資金支援策を打ち出した。
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